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 研究のフレームワーク
 1.課題と問題の整理
 1980年代後半から1990年代の十数年の間に、ほとんどのr南」鉱業諸国や旧東側鉱業諸国で鉱業
 政策が大きく転換した。各国で施行された新たな鉱業政策(以下、新鉱業政策)は、これまでの強
 力な外資規制を大幅に緩和して多国籍企業を採鉱主体として導入すると同時に、環境や地域住民の
 保護を強化して被害の最小化を図るという共通の特徴を有している。現在、この新鉱業政策を巡っ
 て2つの異なる主張が衝突しており、主張の衝突はそのまま鉱山開発・操業を巡る地域住民と企業、
 政府間との摩擦として現れている。
 新鉱業法は、多国籍企業の最新技術と蓄積された経験によって最大化された鉱業利益を、鉱業関
 連主体である政府、企業、地域住民へ適切に分配するものであり、更に、資源の有効利用や不安定
 な市場への柔軟な対応を可能とすることから、グローバル規模での公共利益をも獲得できるものと
 して描かれている。しかし、このような新鉱業法推進派の主張には、幾つもの大きな問題が存在す
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で る。それらは、①多国籍企業のグローバルな活動から生じる外資導入競争、r南」鉱業諸国の国際
 協調、地域住民のグローバル・ネットワーク化といった鉱業関連主体のグローバル化が、鉱業政策
 や地域住民の被害防除システムに与える影響を、無視もしくは過小評価していること、②歴史的文
 脈の中での鉱業政策の評価、特に、新鉱業政策以前のナショナリスティックな政策(以下、資源ナ
 ショナリズム政策)に対する評価が、一面的になっていること、③地域住民への被害の防除システ
 ムを機能させる要因もしくは被害防除システムの機能を阻害する要因としての鉱業関連主体間にお
 ける各主体の持つ鉱業政策や鉱物資源利用への影響力の格差が、軽視されていること、④資源ナシ
 ョナリズム政策から新鉱業政策への過渡期において、被害が容認されていることである。
 一方、新鉱業政策に対する批判論では、新鉱業政策がグローバリゼーションの一環として捉えら
 れており、多国籍企業主導の鉱山活動は植民地主義もしくは資源ナショナリズム政策前の状況へと
 鉱業を逆行させ、更に、鉱山の大規模化、活発化が地域住民および国民の被害を拡大するものとし
 て主張されている。この主張の問題点は、①現状認識(二批判)に焦点が当てられているため、歴
 史的文脈の中で鉱業政策を十分に捉えておらず、新鉱業政策の評価が一面的になっていること、
 ②大規模鉱山への拒否を前面に押し出しているため、大規模鉱山から被害を防除するための制度的
 枠組みについて、具体的な対策が提起し得ないことにある。
 したがって、新鉱業政策の抱えている問題を解決するためには、これまでの鉱業の変遷を適切な
 視点から描き出し、鉱業の変遷を規定した鉱業政策について評価し直す作業が不可欠となる。適切
 な視点とは、(1)鉱業関連主体の位置づけ(=役割)および鉱業関連主体間の関係(後述する鉱業
 政策や鉱物資源利用に対する各主体間の影響力バランス)、(2)鉱業関連主体のグローバル化の影
 響(「南」鉱業諸国間およびr北」鉱業国との間における鉱業政策の相互影響)である。そして、
 これらの視点から鉱業政策および鉱業を描き直した上で、これまでの鉱業政策および新鉱業政策に
 対する評価を行い、新たな変革の方向性を提示しなければならない。
 2.分析手法としての暴力構造の把握
 本稿では、上記の点を克服し、新鉱業政策の問題点を明らかにすると同時に新たな方向性の提示
 を行う手法として、ガルトゥング氏の提起した平和と暴力の概念を足掛かりとした。彼は、暴力構
 造を、影響力を媒介とした影響力行使者と被影響者の関係によって構築されるものとして捉えてい
 る。したがって、暴力とは、影響力の格差を拡大するため、もしくは格差是正を妨害するために用
 いられた影響力を指すものであり、暴力構造とは、そのような影響力を是認もしくは助長する社会
 構造と言うことができる。本稿では、鉱業関連主体の地域資源および鉱業政策に対する影響力の格
 差に分析の焦点を当て、各主体問で構成される重層的でグローバルな暴力構造の描写を試みる。そ
 して、このようにして描き出される暴力構造の変遷を通して、資源ナショナリズム政策および新鉱
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ヌ 業政策の評価を行い、影響力の是正に焦点を置いた新たな変革の方向性を提示する。
 分析と結論
 r南」諸国において鉱業が成立してから今日に至るまでの間、それら諸国の鉱業政策は、時間差
 を含んだ3つの同質的な変遷を辿ってきている。本稿では、3つの鉱業政策の時期を、それぞれ英
 米法的鉱業政策期(1期)、資源ナショナリズム政策期(E期)、新鉱業政策期(刑期)と呼ぶ。
 i.地域住民を取り巻く暴力構造の変遷
 「南」諸国の鉱業化は、19世紀末から20世紀初期にかけてそれら諸国で施行された英米法的鉱業
 政策を契機として本格的に開始された。そして、鉱業法を中心とした鉱業のための法制度化は、地
 域住民を取り巻く暴力構造を大きく転換させた。英米法的鉱業政策から開始される本格的な鉱業政
 策の変遷は、鉱物資源利益の最大化のための手段を、それまでの直接的、人為的暴力が支配的であ
 った単純な暴力手段から、間接的、構造的暴力が支配的な法制度化された複雑な手段へと変化させ
 ることによって、暴力構造を大きく転換させていくのである。
 1-1.1期英米法的鉱業政策期
 英米法的鉱業政策は、特に初期において、多国籍企業を主要な鉱業利益獲得主体として位置づけ
 ており、多国籍企業の鉱業利益を最大化させることに重点が置かれていたと言っても過言ではない。
 ここでは、政府が消極的な利益分与主体として位置づけられるのみであり、地域住民は、利益分配
 や被害防除からほとんど無視されていた。これは、地域住民が自国内での政治的な影響力をほとん
 ど持っていなかった一方で、①多国籍企業が唯一の鉱業活動主体であり、加えて、②多国籍企業と
 政治影響力を有する民族エリートとの間で、資源利用の競合がほとんどなかったか、もしくは、民
 族エリートが多国籍企業の鉱業利益の分与主体であったこと、更に、③多国籍企業への投資環境整
 備が、間接的にr北」諸国の市場と強く結びついている民族エリートの利益となっていたことを理
 由とする。そして、多国籍企業の鉱業活動に対して批判的な主体は、地域住民を含めて、政治影響
 力をほとんど有していなかった。
 ホスト政府の政策能力の向上に伴い、鉱業政策は、多国籍企業を唯一の鉱業主体としつつも、政
 府もしくは民族企業をも鉱業利益における積極的な分与主体として位置づけるための手段へと変化
 してくる。鉱業政策の変化は、①国内のナショナリズムが政治影響力を強めたこと、②社会や経済
 に対する不満の矛先がr南」r北」間の従属的な関係に向いたこと、③自国市場と連結した中小の
 民族企業家が増加したことを背景とするものであった。しかし、多国籍企業、特に10メジャーズは、
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 生産の多国・多角化、垂直統合によるマーケットの独占を最大限に活用したグローバルな独占戦略
 を通して、r南」鉱業諸国間の影響力格差を十分に利用し、影響力と鉱業利益の独占を維持し続け
 た。このようなメジャーズの戦略が成功したのは、①メジャーズがグローバルな活動を展開してい
 たことと、②多国籍企業が唯一の鉱業活動主体であったこと、そして、③主要なr北」諸国によっ
 て支えられた「国際ルール」の枠組みに、r南」鉱業諸国が捕らわれ続けたことを理由とする。そ
 して、このr国際ルール」を定着、機能させていたのが、r南」r北」間の影響力格差であった。こ
 の結果、r南」政府は、取得利益の増大にある程度の成功を収めつつも、期待より遙かに低い達成
 率しか成果を得ることができなかった。
 一方、地域住民は、このような鉱業政策の変化の中で、完全に取り残され、影響力は低く抑制さ
 れ続けていた。政治影響力をほとんど有さず、加えて、開発開始後の鉱山町化によって、地域住民
 の影響力を更に低下させ、また、ナショナリズム運動での影響力も小さく、国内外とのネットワー
 ク化もほとんど構築されていない。そして、この時期、唯一の影響力手段であった「非合法的」な
 物理的抵抗手段も、軍隊の近代化にしたがって、影響力を失っていく。このような低い影響力は、
 鉱業活動推進主体による物理的暴力や威嚇を通した鉱業活動の強制的な推進、少ない補償、補償約
 束の反故を可能とし、被害を拡大、深化させていった。
 1-2.豆期資源ナショナリズム政策期
 夏期になると、状況は大きく変化する。メジャーズのグローバルな独占戦略が崩れていく一方で、
 r南」鉱業諸国のグローバルな協調体制が構築されていき、両者の影響力バランスが完全に逆転す
 ることとなったのである。
 まず、メジャーズの影響力は、新興工業国としての西ドイツ、フランス、そして、特に日本の製
 錬業および鉱業における台頭によって、大きく揺らぐこととなった。メジャーズの影響力の支柱の
 1つであった鉱業の独占戦略が、製錬業から崩されていったのである。一方、r南」諸国は、戦後
 の国際政治の枠縛みの中で、グローバルな協調体制を構築し、r国際ルール」の転換に成功した。
 東側諸国や優良鉱床の再分割要求を強く持つ一部r北」諸国からの「南」諸国のグローバルな協調
 戦略への支持、冷戦の激化による国連の役割の増大が、r南」鉱業諸国の国際ルール転換要求に大
 きな力を与えることとなったのである。r南」鉱業政府は、豆期を通して、新たなr天然資源に対
 する恒久主権」という国際ルールの下で、強制的に多国籍企業の現地化を推進し、鉱業への介入と
 支配を強化して、鉱業利益の政府取得分の最大化を積極的に図っていく。そして、r南」鉱業諸国
 のグローバルな協調戦略が、それら諸国間での多国籍企業に対する連鎖的な影響力の強化を生じさ
 せることとなった。
 互期の鉱業政策は、鉱業利益の政府取得分の最大化を目的としており、他方、多国籍企業は、
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マ r南」諸国の自立的な鉱業育成のための補助的役割として、消極的な利益獲得主体へ後退した。そ
 して、このような鉱業政策を長期的に支えたのは、上記の国際ルールに加えて、①r南」鉱業諸国
 が既に十分な鉱産量(二鉱山)を有していたこと、②新規参入多国籍企業とr南」鉱業諸国の国営
 企業もしくは民族企業との合弁が、それら企業の経営能力を高めたこと、③日本、西ドイツ、フラ
 ンス等の新規鉱業参入国による積極的な資金、技術の支援が行われたこと、④世界的な資源不足へ
 の懸念、オイルダラーの滞留、東西の援助競争が、国際機関や国際金融機関からr南」鉱業諸国へ
 の積極的な資金、技術の支援を生み出したこと、そして、⑤独占の崩壊と供給不足による長期間の
 高価格環境が作られたことを理由とする。
 一方、上記のような資源ナショナリズムは、政府の統治能力の強化と大統領への集権化を促進し、
 権威主義体制構築の原動力となった。三権および軍事力の集中、r北」諸国からの政治干渉の減少、
 世銀・IMF、国際金融機関、r北」政府からの鉱業投資可能な大量の資金の流入は、地域住民にと
 って、鉱業利益の分配に関する影響力が、単に多国籍企業から政府へ移転した以上の意味を持つこ
 ととなった。国家への権力集中は、多国籍企業のみならず、民族企業や地域住民の権利をも減少さ
 せることとなるため、鉱業利益追求主体である政府と鉱業反対主体である地域住民との影響力格差
 の拡大を意味するからである。国家への権力集中の正当化として、社会不安の強かった権威主義へ
 の移行期間において、地域住民への鉱業利益の分配や被害防除が制度化されたが、軍事力の強化、
 政敵の排除、権力の集中の進行に伴い、地域住民の影響力は急速に低下し、被害防除のための制度
 も形骸化することとなった。そして、政府もしくは政治影響力の強い主体と鉱業利益との結び付き
 の強化や鉱業利益に対する過度の期待が、鉱業利益の最大化を目的とした地域住民への強度の暴力
 として現れたのである。このような制度的、物理的な手段が、開発計画の推進のために積極的に用
 いられたが、鉱業の経営悪化を救済する過程で被害を被ったのは、もはや地域住民だけに止まらな
 かった。累積債務の増大を契機とする社会混乱が、全ての国民に大きな被害を与えたのである。
 1一一3.m期新鉱業政策期
 皿期になると、まず、①r南」諸国の鉱業管理の失敗(=グローバル協調戦略の失敗)および鉱
 業利益獲得機会の喪失、②環境意識の高まりと資源涸渇化によるr北」諸国での鉱業活動の困難化
 により、「南」諸国の採鉱主体を多国籍企業に戻すことで利害が一致し、r南」諸国と多国籍企業、
 そして国際機関の協調の下で、新たな鉱業法が策定された。そして、鉱物資源ポテンシャルの高い
 数多くのr南」諸国や移行経済諸国が、外資導入市場に参入することによって、それら諸国間の外
 資導入競争が激化し、更に、r南」鉱業諸国の協調戦略が、事実上崩壊したことによって、多国籍
 企業のr南」鉱業諸国および移行経済諸国に対する影響力は急速に強化されていく。再び、多国籍
 企業のグローバルな活動が、影響力を支える支柱となり、∬期と反対にr南」鉱業諸国間で、多国
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 籍企業に対する連鎖的な影響力の低下を生じさせていった。
 このように多国籍企業の影響力強化が進行していく背後で、地域住民の政治影響力の強化を通し
 て、地域住民の多国籍企業に対する影響力が強化されていく。これは、r北」諸国における環境お
 よび人権意識の高まりが、国際ルールの変革のみならず、r南」諸国内の制度の変革を促す一方で、
 ①r南」諸国における民主化を通した地域住民の政治影響力の高まり、②市民組織の構築、③国内
 外での市民絽織のネットワーク化、④鉱業活動の活発化による被害や摩擦の拡大が、ホスト国内の
 みならず多国籍企業本国での被害防除圧力を作り出したことを理由とする。そして、このような地
 域住民の影響力を支える土台となっているのが、r天然資源に対する国家の恒久主権」に他ならな
 い。この恒久主権が、多国籍企業およびr北」政府のr南」鉱業諸国に対する暴力手段を大きく制
 限し、多国籍採鉱企業のr構造的な傷つき易さ」を露呈するからである。地域住民の影響力の高ま
 りは、外資主導の鉱業政策の中に、地域住民保護システムを組み込むこととなり、外資導入による
 鉱業利益の最大化と地域住民保護という2つの支柱から成る持続的鉱業発展政策が構築されること
 となった。
 しかし、当初こそ地域住民、ホスト国政府、多国籍企業が、環境や人権の保護を目的とした制度
 化に対してある程度の一致を見せていたが、住民保護システムと外資導入環境の進展は、両者の矛
 盾を否応なく拡大させてきている。これは、新鉱業政策を構成する2つの支柱が、本質的に相容れ
 ないものであるからに他ならない。多国籍企業の進出は、旧来の活動拠点における環境や人権意識
 の高まりを大きな原因としており、暴力輸出という意味合いを強く内在させているのに対して、地
 域住民の意識は、被害からの自己防衛を原動力にしているが、「北」鉱業諸国の地域住民や市民組
 織とのネットワーク化が、r南」地域住民の環境、人権意識を高めることから、暴力輸出を困難化
 するのである。
 このような矛盾の拡大は、地域住民保護システムを変質させてきており、また、地元エリートに
 積極的な影響力行使の余地をも与え、被害の拡大を引き起こしている。非暴力的な企業一地域住民
 間の交渉環境を保障し、交渉に中立な立場をとるはずの政府が、企業のエージェントとして機能す
 るようになり、また、地元エリートの暴力行使を容認するのである。これは、保護システムが地域
 住民に十分な影響力を与えておらず、鉱業関連主体間の影響力格差を十分に是正していないからに
 他ならない。しかし、急速に強化されてきている地域住民の影響力は、鉱山プロジェクトの強制的
 な推進を困難化させ、被害拡大を押しとどめている点で一定の成果を挙げている。被害を拡大させ
 つつも、近年の急速な地域住民のグローバル・ネットワークヘの参加が、鉱業利益追求主体と地域
 住民との影響力格差を、着実に縮めているのである。
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マ 2.鉱業政策への評価
 2・・1.資源ナショナリズム政策
 資源ナショナリズム政策は、多国籍企業のみならず、民族企業や地域住民からも影響力手段を奪
 い、それらを中央政府もしくは大統領の手に集中させたものであったと言える。この結果、鉱業利
 益の最大化および独占を追求する主体と化した中央政府と地域住民との影響力格差は、1期におけ
 る企業と地域住民間のそれよりも、遙かに拡大することとなった。何故ならば、三権、軍事力、経
 済力の中央政府への集中は、鉱業推進主体(二中央政府)の暴力行使に関する能力と行使可能範囲
 を格段に拡大させることとなったからである。そして、膨大な鉱業利益の獲得および不況期におけ
 る鉱業や経済の被害防除を目的とした中央政府による積極的な影響力の行使が、地域住民の被害を
 拡大・深刻化させることとなった。更に、国家の介入が鉱山経営の非効率化と経済負担を招いたと
 する新鉱業政策推進派の意見もその通りであった。これらの点で、資源ナショナリズム政策には、
 負の評価を与えることができる。
 しかし、長期的な視点から見た資源ナショナリズム政策の評価は、これだけに止まらない。皿期
 における地域住民の影響力増大の支柱は、この資源ナショナリズム政策に対する反発や反応として
 構築されたものだからである。その第1は、国際ルールの中で国家の恒久主権を確立したことによ
 り、国家へ鉱物資源の利用のための独占的な権利が与えられることとなった点である。恒久主権の
 確立は、権威主義体制の崩壊後、民主制度の確立を通して、資源管理に関する決定権を地域住民に
 大きく近づけたのである。そして、権威主義体制が、真の民主制度移行への一時的な措置としての
 み正当化されるものであったことから、権威主義体制の民主制度への移行は時間の問題であった。
 第2に、資源ナショナリズム政策は、地域住民への被害拡大を促したが、地域住民への被害が、国
 内外の市民組織ネットワークを急速に構築する原動力となった。この影響力は、市民活動の活発化
 とネヅトワーク化によって、更に高まってきている。第3は、1960年代後半から1970年代にかけて
 r南」鉱業諸国によって行われた強制的な鉱山収用の経験である。この経験は、採鉱企業のr構造
 的な傷つき易さ」を露呈させることとなった。そして、再び外資主導となった新鉱業政策において
 も、収用の根拠となっている恒久主権は政府の手に存在し続けている。このことは、多国籍企業に
 よる影響力の過度の行使を控えさせることとなった。国民感情を逆撫でるような行為は、ナショナ
 リズムを高揚させ、再び収用の悪夢を呼び覚ますかもしれないからである。
 2-2.新鉱業政策
 新鉱業政策は、鉱業化の開始後、初めて地域住民による積極的な資源管理および鉱業利益分配へ
 の参加を可能とした。この意義は大きい。しかし、地域住民の保護システムが十分に働き得ない点
 で、推進派の評価は大きな欠点を有している。推進派は、多国籍企業とホスト政府とのr適切」な
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 関係および保護システムの構築によって、地域住民の被害を防除するのみならず、地域住民への鉱
 業利益の十分な分配をも可能とするものとして、新鉱業政策を捉えている。しかし、フィリピンで
 の先駆的な事例は、新鉱業政策が推進派の認識するそれと大きく異なっていることを示している。
 そして、このような推進派の「誤算」は、第1に、鉱業関連主体の影響力格差を無視している点に
 ある。まず、新鉱業政策推進派におけるr適切な」関係について見ると、鉱業規制の枠組みは、そ
 の背後にある影響力の変化によって、容易に変質、形骸化するものでしかない。そして、条件によ
 っては、連鎖的な反応を通して、影響力バランスが、グローバル規模で急速に変化し得る。鉱業規
 制だけでは、影響力バランスを適切な均衡点に止めることができず、したがって、真に適切な関係
 は、鉱業規制のみならず、その背後において適切な影響力バランスヘの配慮をも必要とするのであ
 る。また、保護システムについても、鉱業関連主体間の影響力格差が十分に是正されていないため、
 鉱業活動の活発化が、鉱業利益の最大化を目的として、影響力優越主体による積極的な影響力行使
 を引き起こし、被害を拡大させることにもなる。そして、保護システムを十分に機能させるような
 影響力バランスの変化を促す要因は、新鉱業政策の枠内に存在しない。保護システムを機能させる
 のは、グローバル・ネットワークに支えられた地域住民の影響力なのである。したがって、このよ
 うな地域住民のネットワーク化を保護システムの枠内に配置しない新鉱業政策は、被害を防除する
 ことができない。
 第2の問題は、新鉱業政策が、これまでの鉱業政策と同様に、鉱業利益の最大化を目的としたも
 のでしかない点にある。推進派が言うように、多国籍企業による大規模な鉱業活動は、効率的な鉱
 物資源の利用を可能とする。しかし、おそらく、地域住民から見た大規模な鉱業活動は、効率の議
 論以前に、許されざる経済活動(=破壊活動)として認識されることが多い。辺境地であればある
 ほど、膨大な経済的利益の獲得が可能であったとしても、それに伴うコミュニティや文化の喪失が
 心理的暴力として地域住民に認識されることにもなるのである。地域住民にとって、土地の鉱業利
 用は、資源利用の1つの選択肢にしか過ぎず、おそらく多くの地域住民が大規模鉱山に賛成しない。
 そして、小規模鉱山のみが、地域住民から受け入れられる可能性を有しているのである。しかし、
 このような鉱業の可能性は、新鉱業政策の枠内に存在しておらず、したがって、地域住民の影響力
 が強化された場合、新鉱業政策で意図するような大規模な鉱山開発、操業は、困難とならざるを得
 ない。
 このように、新鉱業政策は、これまでの鉱業政策と比べて地域住民の参加を格段に高めた点で、
 非常に重要な前進となったが、影響力格差および地域住民に焦点を当てていない点で、未だ不十分
 なものと言わざるを得ず、そして、影響力格差の是正がなされるならば、鉱業活動そのものを阻害
 することによって、世界的な混乱を引き起こす可能性をも有しているのである。
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 3.変革の方向性
 3一・・1.開発パラダイムと平和パラダイム
 1期からIII期にかけてr南」鉱業諸国でとられた鉱業政策は、各期によって目標主体は異なるも
 のの、鉱業利益の最大化を目的としており、従来の開発パラダイムの上に構築されたものと言える。
 1期は企業の鉱業利益最大化を目的とし、互期および皿期では公共利益としての政府取り分の最大
 化が鉱業政策の目的であった。∬期では抽象的ではあったが、地域経済への貢献として地域住民へ
 の利益分配が規定され、更にフィリピンでは、早くから被害防除システムも構築された。そして、
 皿期になると地域住民が鉱業利益に与る積極的な主体として位置づけられ、フィリピンでは先住民
 族がロイヤルティの獲得主体として規定されている。被害防除システムも充実した。しかし、こう
 した政策転換は、その背後にある鉱業利益最大化の開発パラダイムの上で、利益配分を変化させ、
 環境保護等、鉱業活動の枠組みを狭めたものでしかない。ここでは、暴力構造の骨格である影響力
 格差がほとんど無視されている。そして、地域住民への利益分配や被害防除が、幾つもの法制度的
 な装置やシステムによって規定されていたとしても、地域住民に十分な影響力が与えられて、鉱業
 関連主体間の影響力格差が是正され、また、適切な影響力バランスを維持できる仕組みが構築され
 ない限り、その法制度的な枠組みは容易に変質してしまうのである。マルコス期の環境規制は、鉱
 業を基礎に据えた工業化政策の下での採鉱企業の経営難によって挫折し、また、新鉱業政策も、激
 化する外資導入競争と鉱業利益獲得機会(もしくは、その喪失)を前に、地域住民保護装置を容易
 に変質させることとなった。更に、膨大な鉱業利益の存在は、地元エリートや地主の利益獲得欲求
 を刺激することとなる。トレドやネグロスの事例では、それまである程度安定的であった地主一小
 作関係が、鉱山開発の補償利益を前に、暴力として地主一小作間の影響力格差を顕在化させた。地
 主による補償金の独占が行われ、補償対象であったはずの小作人は補償から排除されてしまったの
 である。また、タンパカンの例では、一部のバランガイ・キャプテンや地元エリートの利益独占欲
 求を刺激し、彼らの優越した影響力が、地域住民に対して最大限行使された。このように、膨大な
 鉱業利益もしくは大規模な被害に直面した際、潜在的な影響力格差が顕在化し、影響力の積極的な
 行使が引き起こされ、影響力の弱い主体の被害を拡大させることもあり得るのである。
 以上のような問題は、開発パラダイム自身の内に、影響力の低い地域住民を被害から防除するに
 足る座標軸が、存在していないことを理由とする。そして、近年の持続可能性の概念も、それ自身
 において持続可能性を構築する事柄についてのプライオリティを内在させていない。このため、「持
 続可能な開発」というr持続可能性」とr開発」の両者を両立させた概念も、容易に経済や産業の
 持続可能性へと重点が移されてしまうのである。もちろん「持続可能な開発」や「持続可能性」、「開
 発」という概念自体を無意味なものであると言うつもりはない。そうではなく、r持続可能な開発」
 やr持続可能性」、「開発」という概念の土台に、開発パラダイムではなく、影響力格差の是正にト
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 ップ・プライオリティを置く、座標軸としての平和パラダイムを据えることが必要なのである。
 3-2.変革の方向性
 ここでは、地域住民が鉱山開発の拒否を可能とし、更に、鉱山の被害から自己防衛できるだけの
 最低限の影響力を獲得するための1つの制度的枠組みの方向性を提示する。変革の方向性は、現状
 およびこれまでの変化の方向性から飛躍したものとなってはならない。このため、ここでは、持続
 的鉱業発展戦略における被害防除システムを形骸化から守り、十分機能させるための条件を提示
 する。
 被害防除システムの機能を阻害もしくは形骸化する要因は、地域住民に実質的な権限を与えてい
 ない中央集権的な制度、情報アクセス能力の不足、容易な武力行使の3つに大きく分類できるが、
 これらは地域住民と企業もしくは地元エリート、政府との間にある制度、情報、武力における影響
 力の格差と言い換えることができる。したがって、これらの影響力格差をなくせば、被害防除シス
 テムは、十分に機能すると言える。そして、それらを可能とする施策は、①普通選挙制度を前提と
 し、中央政府から地方政府、地域住民へ地域資源管理に関する実質的な権限を委譲し、地方政府の
 下で地域住民の同意を最優先させ、モニタリングの結果次第で操業の停止をも行い得るような制度
 的な枠組みを構築する、②インターネットの利用と市民組織ネットワークの構築、それらネットワー
 クヘの参加のための助成やインフラ整備を行い、ベスト・プラクティスやインフォームド・コンセ
 ント(強制されない自由な同意)の働く環境を構築する、③民主化を通した民衆の中央政府に対す
 る影響力の増大と政府による武力の統制によって、特定主体の武力に対する影響力を減少させ、私
 的利益目的による武力手段の行使を困難化させることである。
 以上の変革だけでは、地域住民に十分な影響力が移転されるまでに長期の時間を要する。この点
 については、r北」諸国からのアプローチを通して、大きく改善することが可能である。近年のr南」
 鉱業諸国における鉱山開発は、多国籍企業によって担われるようになってきており、また、資金源
 として国際金融機関の役割が、益々重要になってきている。そして、r北」とr南」の市民組織の
 グローバルな協調戦略によって、これらのガイドラインの厳格化を促すことが可能となってくるの
 である。そして、実際、このような取り組みは、世界中で盛んに行われ、地域住民の影響力強化に
 大きな成果を挙げてきている。したがって、これらの取り組みへの更なる理解と支援が必要とさ
 れる。
 以上、地域住民の被害防除を可能とするための社会変革の方向性について述べた。上記の施策に
 力を注ぐことによって、地域住民の十分な影響力獲得を可能とする土台が構築されていくのである。
 そして、このような変革の方向転換は、従来のr持続可能な開発」概念から平和学における平和と
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- 暴力の概念へのパラダイム転換(=座標軸の変換)によって可能となるのである。この座標軸の下
 では、上記のような影響力格差の十分な是正にこそ、鉱業政策のトップ・プライオリティが置かれ、
 影響力格差の十分な是正の後に、鉱業活動を推進する地域住民一企業一政府間の協調関係を築いて
 いく必要があるのである。そして、影響力格差の是正は、地域住民による自由で主体的な地域開発
 への参加を可能とするため、内発的発展のための土台ともなる。しかし、これらの制度的な枠績み
 は、地域住民の影響力獲得のための必要条件であって十分条件ではない。これまでの分析からも分
 かるとおり、被害防除のための制度を十分に機能させるのは、制度そのものではなく、鉱山活動の
 被影響主体である地域住民の行使する影響力であり、その影響力を支える市民組織のグローバル・
 ネットワークや、市民組織を支える世界中の市民に委ねられているのである。
 論文審査結果の要旨
 従来の経済のグローバル化の下での途上国開発問題は、経済的利益の追求を主題にした「先進国」
 主導の開発論、貿易論、途上国援助論として、ほとんどが途上国の有する様々な資源をどのように
 効率的に開発し、配分できるかという視点からのみ、論じるものであった。
 本論文は、こうした経済的なアプローチでは、軽視されがちな、資源開発に直接絡む現地政府・
 地域住民・環境などの諸問題を積極的に取り上げて、それらの問題を正当に位置づけて議論すべき
 事を主張している。こうした問題意識から、筆者は、敢えて、ガルトゥングのr平和パラダイム」
 のアプローチを採用し、特にフィリピンにおける銅資源の開発を対象にして、経済的関連の他に、
 人々の政治的、社会的、倫理・価値観を含む文化的関連をも包含するr影響力の格差と是正」を指
 す「暴力構造」からの分析を行い、独自の成果を得ている。
 本論文は全編、五部11章からなる。
 第一部は序章であり、研究のフレームワークとして、問題意識の提示と研究対象及び方針、概究
 手法を述べている。
 第二部は、2章からなり、産銅鉱業の特徴とr南」諸国の鉱業化の過程を総括している。
 第三部は、3章からなり、「南」産銅諸国の鉱業化過程が、メジャーズが主役を演ずる鉱業化開
 始期、国家が積極的に関与する資源ナショナリズム政策期、住民対策や環境対策を盛り込んだ多面
 的開発を主眼とする新鉱業政策期の3期に分かれることを提示すると共に、その間の鉱業関連主体
 の影響力のグローバルな変遷を解析している。その中で、メジャーズの交替と資源ナショナリズム
 の台頭に日本産銅資本の独自の活動が結果的に影響していたとの指摘はユニークである。
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 第四部は、4章からなり、フィリピン鉱業におけるr暴力構造」の変遷を、現地調査を含めた事
 例研究により詳細に検討している。第三部で、途上国問題を「暴力構造」的アプローチで一般的に
 把握しようとするために、むしろ説得力を弱めていると見られた弱点が、克服され、地域の特性を
 ふまえた具体的な分析が成功しており、r暴力構造」分析手法から、資源配分論・経済開発論に限
 定されない、地域社会、地域住民、とりわけ資源開発に関連する居住民(先住民を含む)の生活、
 そして地域社会の環境問題などにまで目線を置く考察は、途上国開発論の新規な領域を開拓するも
 のとして十分に評価される。
 第五部は終章で、フィリピンにおける先進的な鉱業法における被害防除システムの機能を真に発
 揮させるためには、r開発パラダイム」から「平和パラダイム」の移行が不可欠で、住民参加の具
 体的な仕組み作りとその保障の必要を示している。これは、今後の南諸国の資源開発政策の在り方
 に重要な示唆を与えるものと評価できる。
 以上、要するに、本論文は、フィリピンの産銅開発政策における鉱業主体の影響力関係の変遷を
 中心に分析を加え、住民の視点に立つ改善の方向を提案するもので、国際資源政策論の分野に新し
 い知見を加えている。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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